
新旧対照表
	新
	旧
	備考

	貿易保険の保険料率等に関する規程
平成16年７月２日　04-制度-00034
最終改正　平成20年12月24日

独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）における貿易保険の保険料率等を次のとおり定める。

Ⅰ　用語の定義
 (1)～(19)（略）

Ⅱ　保険料率
［１］～［８］（略）

［９］海外事業資金貸付（貸付金債権等）保険約款（以下［９］において「貸付金約款」という。）に係る保険料率又は海外事業資金貸付（保証債務）保険約款（以下［９］において「保証約款」という。）に係る保険料率

１　保険金額（貸付金約款にあっては貸付金債権等の元本に係るものに限り（以下Ⅲ［４］において同じ。）、保証約款にあっては保証債務に係る主たる債務のうち元本に係るものに限る（以下Ⅲ［４］において同じ。）。）当たりの基本保険料率は次のとおりとする。
非常事由に係る基本保険料率(％)＝（ａＸ＋ｂ）×ｃ×ｄ
信用事由に係る基本保険料率(％)＝（ａＸ＋ｂ）
(1) 係数ａ及びｂは、下表のとおりとする。
なお、信用事由に係る場合にあっては、
①　貸付金約款に基づく保険契約であって、海外事業資金貸付を行った国の政府（財政当局に限る。）若しくは中央銀行又は一流銀行（日本貿易保険が認めた銀行に限る。）（以下(1)において「政府等」という。）が発行する無条件かつ取り消すことができない償還保証がない海外事業資金貸付（政府等に直接貸し付けるもの又は政府等の債券の購入を除く。）に係るものの場合は、危険の程度に応じて下表の案件格付１から案件格付７までの係数とし、その他の場合は、案件格付１の係数とする。
②　保証約款に基づく保険契約にあっては、危険の程度に応じて下表の案件格付１から案件格付７までの係数とする。


	国カテゴリー
	非常事由に係る場合
	信用事由に係る場合
	ｃ

	
	
	案件格付
１
	案件格付
２
	案件格付
３
	案件格付
４
	案件格付
５
	案件格付
６
	案件格付
７
	

	
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	

	Ａ
	略
	略
	略
	略
	略
	略
	0.198
	0.340
	0.277
	0.476
	0.356
	0.612
	0.791
	1.360
	1.977
	3.400
	略

	Ｂ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｃ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｄ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｅ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｆ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｇ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略

	Ｈ
	略
	略
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	略


(2)　 上記(1)の規定にかかわらず、資源エネルギー案件に係る海外投資保険又は海外事業資金貸付保険の取扱について（平成19年3月22日07－制度－00012）に規定する資源エネルギー総合保険Ａ特約（以下［９］において「Ａ特約」という。）を付して保険契約を締結する場合の係数ａ及びｂは、下表のとおりとし、信用事由に係る場合にあっては危険の程度に応じて下表の案件格付１から案件格付７までの係数とする。
	非常事由に係る場合
	信用事由に係る場合

	
	案件格付
１
	案件格付
２
	案件格付
３
	案件格付
４
	案件格付
５
	案件格付
６
	案件格付
７

	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ

	略
	略
	略
	略
	略
	略
	0.198
	0.340
	0.277
	0.476
	0.356
	0.612
	0.791
	1.360
	1.977
	3.400



(3)～(6) （略）

２～３（略）

Ⅲ　その他
［１］～［９］（略）

附　則
この改正は、平成２１年１月５日から実施するものとする。
　ただし、平成２１年１月４日までに内諾を取得している案件に係る保険契約を締結する場合には、改正前の規定を適用するものとする。

別表第１～別表第４の２（略）









	貿易保険の保険料率等に関する規程
平成16年７月２日　04-制度-00034
最終改正　平成20年9月19日

独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）における貿易保険の保険料率等を次のとおり定める。

Ⅰ　用語の定義
 (1)～(19)（略）

Ⅱ　保険料率
［１］～［８］（略）

［９］海外事業資金貸付（貸付金債権等）保険約款（以下［９］において「貸付金約款」という。）に係る保険料率又は海外事業資金貸付（保証債務）保険約款（以下［９］において「保証約款」という。）に係る保険料率

１　保険金額（貸付金約款にあっては貸付金債権等の元本に係るものに限り（以下Ⅲ［４］において同じ。）、保証約款にあっては保証債務に係る主たる債務のうち元本に係るものに限る（以下Ⅲ［４］において同じ。）。）当たりの基本保険料率は次のとおりとする。
非常事由に係る基本保険料率(％)＝（ａＸ＋ｂ）×ｃ×ｄ
信用事由に係る基本保険料率(％)＝（ａＸ＋ｂ）
(1) 係数ａ及びｂは、下表のとおりとする。
なお、信用事由に係る場合にあっては、
①　貸付金約款に基づく保険契約であって、海外事業資金貸付を行った国の政府（財政当局に限る。）若しくは中央銀行又は一流銀行（日本貿易保険が認めた銀行に限る。）（以下(1)において「政府等」という。）が発行する無条件かつ取り消すことができない償還保証がない海外事業資金貸付（政府等に直接貸し付けるもの又は政府等の債券の購入を除く。）に係るものの場合は、危険の程度に応じて下表の案件格付１から案件格付５までの係数とし、その他の場合は、案件格付１の係数とする。
②　保証約款に基づく保険契約にあっては、危険の程度に応じて下表の案件格付１から案件格付５までの係数とする。


	国カテゴリー
	非常事由に係る場合
	信用事由に係る場合
	ｃ

	
	
	案件格付１
	案件格付２
	案件格付３
	案件格付４
	案件格付５
	

	
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	

	Ａ
	0.083
	0.144
	0.020
	0.034
	0.119
	0.204
	0.277
	0.476
	0.791
	1.360
	1.977
	3.400
	1.24

	Ｂ
	0.120
	0.207
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.17

	Ｃ
	0.153
	0.265
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.13

	Ｄ
	0.192
	0.331
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.10

	Ｅ
	0.225
	0.390
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.09

	Ｆ
	0.259
	0.449
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.08

	Ｇ
	0.425
	0.735
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.05

	Ｈ
	0.473
	0.819
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1.04


(2)　 上記(1)の規定にかかわらず、資源エネルギー案件に係る海外投資保険又は海外事業資金貸付保険の取扱について（平成19年3月22日07－制度－00012）に規定する資源エネルギー総合保険Ａ特約（以下［９］において「Ａ特約」という。）を付して保険契約を締結する場合の係数ａ及びｂは、下表のとおりとし、信用事由に係る場合にあっては危険の程度に応じて案件格付１から案件格付５までの係数とする。
	非常事由に係る場合
	信用事由に係る場合

	
	案件格付１
	案件格付２
	案件格付３
	案件格付４
	案件格付５

	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ
	ａ
	ｂ

	0.099
	0.170
	0.020
	0.034
	0.059
	0.102
	0.277
	0.476
	0.791
	1.360
	1.977
	3.400




(3)～(6) （略）

２～３（略）

Ⅲ　その他
［１］～［９］（略）






別表第１～別表第４の２（略）
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